
JP 6924295 B2 2021.8.25

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ウエスト開口部及び一対のレッグ開口部を有し、着用状態において着用者の腹側に配さ
れる腹側部、股間部に配される股下部及び背側に配される背側部を備え、前記腹側部から
前記股下部を介して前記背側部に延びる縦方向、及び該縦方向に直交する横方向を有し、
吸収性本体と該吸収性本体の非肌対向面側に配された外装体と該吸収性本体の前記縦方向
に沿う両側部それぞれに該縦方向に沿って配された防漏カフとを備えたパンツ型使い捨て
おむつであって、
　前記背側部における前記外装体外面に、廃棄用テープが設けられており、
　前記廃棄用テープは、前記背側部における前記外装体外面に固定されている固定部と、
伸長部と、止着部とが、この順で該廃棄用テープの長手方向に沿って配置されているとと
もに、この順で積層された三つ折り状態になっており、
　三つ折り状態になっている前記廃棄用テープは、前記止着部と前記伸長部との間が剥離
可能に接合されているとともに、前記伸長部と前記固定部との間も剥離可能に接合されて
おり、
　前記伸長部は、三つ折り状態を解除した展開状態において前記廃棄用テープの長手方向
に伸長可能であり、
　前記廃棄用テープは、前記展開状態において、前記伸長部と前記止着部とが重なる第１
連結領域と、前記伸長部と前記固定部とが重なる第２連結領域とを有し、前記第１及び前
記第２連結領域の何れか一方又は双方は、前記伸長部と該伸長部と重なる前記止着部又は
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前記固定部とが接合されている接合領域と、該接合領域より前記長手方向の中央部側に位
置し、前記伸長部と該伸長部と重なる前記止着部又は前記固定部とが接合されていない非
接合領域とを有しており、
　第１連結領域及び第２連結領域のうち、前記接合領域及び前記非接合領域を有する一方
又は双方の連結領域に、前記伸長部と重なる領域を有する前記止着部及び前記固定部の一
方又は双方は、形成材料の坪量が５０ｇ／ｍ２以上９０ｇ／ｍ２以下であり、
　前記一方又は双方の前記連結領域は、前記伸長部の伸長に伴う前記非接合領域における
前記伸長部の幅縮みにより、前記接合領域及び前記非接合領域それぞれにおける前記長手
方向の中央部側の隅部に角が生じ、
　前記使い捨ておむつは、前記縦方向に伸縮する伸縮部として、前記レッグ開口部に沿っ
て弾性部材が配された部分、及び前記防漏カフが具備するカフ弾性部材が配された部分を
有しており、
　前記使い捨ておむつの平面視において、前記伸縮部と重ならない位置に前記固定部が位
置しており、
　前記伸長部が伸長を開始する引張強度が１．０Ｎ以上１２Ｎ以下であり、
　前記固定部及び前記止着部それぞれが、塑性変形不可能な材料からなる、パンツ型使い
捨ておむつ。
【請求項２】
　ウエスト開口部及び一対のレッグ開口部を有し、着用状態において着用者の腹側に配さ
れる腹側部、股間部に配される股下部及び背側に配される背側部を備え、前記腹側部から
前記股下部を介して前記背側部に延びる縦方向、及び該縦方向に直交する横方向を有し、
吸収性本体と該吸収性本体の非肌対向面側に配された外装体と該吸収性本体の前記縦方向
に沿う両側部それぞれに該縦方向に沿って配された防漏カフとを備えたパンツ型使い捨て
おむつであって、
　前記背側部における前記外装体外面に、廃棄用テープが設けられており、
　前記廃棄用テープは、前記背側部における前記外装体外面に固定されている固定部と、
伸長部と、止着部とが、この順で該廃棄用テープの長手方向に沿って配置されているとと
もに、この順で積層された三つ折り状態になっており、
　三つ折り状態になっている前記廃棄用テープは、前記止着部と前記伸長部との間が剥離
可能に接合されているとともに、前記伸長部と前記固定部との間も剥離可能に接合されて
おり、
　前記伸長部は、三つ折り状態を解除した展開状態において前記廃棄用テープの長手方向
に伸長可能であり、
　前記廃棄用テープは、前記展開状態において、前記伸長部と前記止着部とが重なる第１
連結領域と、前記伸長部と前記固定部とが重なる第２連結領域とを有し、前記第１及び前
記第２連結領域の何れか一方又は双方は、前記伸長部と該伸長部と重なる前記止着部又は
前記固定部とが接合されている接合領域と、該接合領域より前記長手方向の中央部側に位
置し、前記伸長部と該伸長部と重なる前記止着部又は前記固定部とが接合されていない非
接合領域とを有しており、
　第１連結領域及び第２連結領域のうち、前記接合領域及び前記非接合領域を有する一方
又は双方の連結領域に、前記伸長部と重なる領域を有する前記止着部及び前記固定部の一
方又は双方は、形成材料の坪量が５０ｇ／ｍ２以上９０ｇ／ｍ２以下であり、
　前記一方又は双方の前記連結領域は、前記伸長部の伸長に伴う前記非接合領域における
前記伸長部の幅縮みにより、前記接合領域及び前記非接合領域それぞれにおける前記長手
方向の中央部側の隅部に角が生じ、
　前記使い捨ておむつは、前記縦方向に伸縮する伸縮部として、前記レッグ開口部に沿っ
て弾性部材が配された部分、及び前記防漏カフが具備するカフ弾性部材が配された部分を
有しており、
　前記使い捨ておむつの平面視において、前記伸縮部と重ならない位置に前記固定部が位
置しており、
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　前記長手方向に沿う前記非接合領域の長さは、前記長手方向に沿う前記連結領域の長さ
に対して、５％以上３０％以下である、パンツ型使い捨ておむつ。
【請求項３】
　前記廃棄用テープは、前記背側部に設けられており、且つ前記固定部の前記股下部側の
端部が、前記縦方向において、前記伸縮部より前記ウエスト開口部の開口端側に位置して
いる、請求項１又は２に記載のパンツ型使い捨ておむつ。
【請求項４】
　前記使い捨ておむつの平面視において、前記廃棄用テープと前記吸収性本体とが重なっ
ている、請求項１～３の何れか１項に記載のパンツ型使い捨ておむつ。
【請求項５】
　前記第１連結領域における前記非接合領域は、三つ折り状態になっている前記廃棄用テ
ープにおいて、前記伸長部から前記止着部が延出した部分を含んで構成されている、請求
項１～４の何れか１項に記載のパンツ型使い捨ておむつ。
【請求項６】
　前記使い捨ておむつは、その周縁域に位置する低剛性領域と、該低剛性領域よりも内側
に位置する高剛性領域とを有しており、
　前記固定部は、少なくともその一部が、前記高剛性領域に配されている、請求項１～５
の何れか１項に記載のパンツ型使い捨ておむつ。
【請求項７】
　吸収性コアを備え、該吸収性コアが、前記横方向中央に前記縦方向に延びる低坪量部を
有し、該低坪量部の前記縦方向の延長線上に前記廃棄用テープが配されている、請求項１
～６の何れか１項に記載のパンツ型使い捨ておむつ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、廃棄用テープを備えたパンツ型使い捨ておむつに関する。
【背景技術】
【０００２】
　使い捨ておむつの廃棄を容易に且つ衛生的に行う観点から、おむつを巻き上げた状態に
維持し得る廃棄用テープを備えたおむつが知られている。この廃棄用テープとしては、お
むつを丸める作業性や、おむつを丸めた状態に維持する観点から、伸長可能な部分を有し
ているものが提案されている。例えば、特許文献１には、隣接した第１及び第２のテープ
タブ要素と、２つの端部間の伸長部分を有する塑性変形可能の伸長可能なフィルムとを備
え、該フィルムの一方の端部は第１のテープタブ要素の第１表面に、該フィルムの他方の
端部は第２のテープタブの第１表面に結合されてなる、積層使い捨てテープタブが記載さ
れている。特許文献１によれば、テープタブの片方の端を握ってタブを伸長でき、その結
果タブは十分に延伸されて製品周囲を包むことができる。
【０００３】
　また、廃棄用テープが三つ折りにされた状態で設けられた使い捨ておむつであって、該
廃棄用テープの折り畳み部分において対向する部位どうしが剥離可能に接合されているも
のも知られている。例えば、特許文献２には、一面のみ表面改質処理されたテープ基材を
それぞれ備えた下層、上層、及び中間層を有する後処理テープであって、これら各層の各
々は、テープ基材の一面に粘着剤を塗布してなる接着剤塗布面が形成され、該テープ基材
の他面に接着剤非塗布面が形成され、且つ第１連結部及び第２連結部により連結されると
共に、第１剥離部及び第２剥離部により屈曲状態から伸展状態に変形可能である、後処理
テープを備えた紙おむつが記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特表２００９－５０７５７０号公報
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【特許文献２】特開２０１３－２４８１６９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　一般的に伸長可能な部分を有する廃棄用テープは、伸長に伴い幅縮みが生じることによ
り、該廃棄用テープの一部が変形する。この変形により、廃棄用テープに硬い感触の角が
生じることがあり、巻き上げた状態のおむつに廃棄用テープを巻き付ける際、該角が、巻
き付ける作業の障害となる場合があった。
　特許文献１及び２は、伸長後の廃棄用テープに生じ得る硬い感触の角について何ら記載
されていない。
【０００６】
　本発明の課題は、前述した従来技術が有する欠点を解消し得るパンツ型使い捨ておむつ
を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は、ウエスト開口部及び一対のレッグ開口部を有し、着用状態において着用者の
腹側に配される腹側部、股間部に配される股下部及び背側に配される背側部を備えたパン
ツ型使い捨ておむつであって、前記使い捨ておむつの外面に、廃棄用テープが設けられて
おり、前記廃棄用テープは、前記使い捨ておむつの外面に固定されている固定部と、伸長
部と、止着部とが、この順で該廃棄用テープの長手方向に沿って配置されているとともに
、この順で積層された三つ折り状態になっており、三つ折り状態になっている前記廃棄用
テープは、前記止着部と前記伸長部との間が剥離可能に接合されているとともに、前記伸
長部と前記固定部との間も剥離可能に接合されており、前記伸長部は、三つ折り状態を解
除した展開状態において前記廃棄用テープの長手方向に伸長可能であり、前記廃棄用テー
プは、前記展開状態において、前記伸長部と前記止着部とが重なる第１連結領域と、前記
伸長部と前記固定部とが重なる第２連結領域とを有し、前記第１及び前記第２連結領域の
何れか一方又は双方は、前記伸長部と該伸長部と重なる前記止着部又は前記固定部とが接
合されている接合領域と、該接合領域より前記長手方向の中央部側に位置し、前記伸長部
と該伸長部と重なる前記止着部又は前記固定部とが接合されていない非接合領域とを有し
ている、パンツ型使い捨ておむつを提供するものである。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、伸長後の廃棄用テープに硬い感触の角が生じることを抑制することが
できる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】図１は、本発明のパンツ型使い捨ておむつの一実施形態を示す斜視図である。
【図２】図２は、図１に示すパンツ型使い捨ておむつの展開且つ伸長状態における肌対向
面側を模式的に示す展開平面図である。
【図３】図３は、図１に示すパンツ型使い捨ておむつの廃棄形態を示す斜視図である。
【図４】図４は、図１に示すパンツ型使い捨ておむつに設けられた廃棄用テープの構造を
示す断面図である。
【図５】図５（ａ）は、図１に示す廃棄用テープの三つ折り状態を解除した展開状態を模
式的に示す平面図であり、図５（ｂ）は図５（ａ）の長手方向に沿う断面図である。
【図６】図６は、図１に示すパンツ型使い捨ておむつの廃棄用テープを伸長させる様子を
示す斜視図である。
【図７】図７（ａ）は、図５（ａ）に示す廃棄用テープの伸長状態を模式的に示す平面図
であり、図７（ｂ）は図７（ａ）に示す第１連結領域の拡大平面図である。
【図８】図８は、非接合領域を具備しない廃棄用テープの図７（ｂ）相当図である。
【図９】図９（ａ）は、図４に示す第１連結領域の拡大断面図であり、図９（ｂ）は、図
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４に示す第２連結領域の拡大断面図である。
【図１０】図１０は、本発明に係る廃棄用テープの配置例を示す平面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下本発明を、その好ましい実施形態に基づき図面を参照しながら説明する。図１には
、本発明に係るパンツ型使い捨ておむつの一実施形態が示されている。同図に示すパンツ
型使い捨ておむつ１（以下、単に「おむつ１」とも言う。）は、着用者の下腹部に装着さ
れて使用される着用物品の一種である。
【００１１】
　おむつ１は、図１に示すように、着用者の胴が通されるウエスト開口部１Ｗ、及び着用
者の下肢が通される一対のレッグ開口部１Ｌ，１Ｌを有するパンツ型使い捨ておむつとな
っている。
　おむつ１は、表面シート、裏面シート、及び吸収体４０を有する吸収性本体４と、吸収
性本体４の非肌対向面側に配された外装体５とを備えている。外装体５は、おむつ１の非
肌対向面、即ちおむつ１の外面を形成している。
【００１２】
　本明細書において、「肌対向面」は、吸収性物品であるおむつ１又はその構成部材（例
えば表面シート２）における、おむつ１の着用時に着用者の肌側に向けられる面、即ち相
対的に着用者の肌に近い側であり、「非肌対向面」は、おむつ１又はその構成部材におけ
る、おむつ１の着用時に肌側とは反対側（着衣側）に向けられる面、即ち相対的に着用者
の肌から遠い側である。尚、ここでいう「着用時」は、通常の適正な着用位置、即ち当該
おむつ１の正しい着用位置が維持された状態を意味する。
【００１３】
　おむつ１は、着用状態において着用者の腹側に配される腹側部Ａ、股間部に配される股
下部Ｃ、及び着用者の背側に配される背側部Ｂを備えている。おむつ１は、腹側部Ａ及び
背側部Ｂそれぞれにおける外装体５の縦方向Ｘに沿う両側縁部どうしが、接着剤、ヒート
シール、超音波シール等の公知の接合手段によって互いに接合されている。これにより、
前述のウエスト開口部１Ｗ、及び一対のレッグ開口部１Ｌ，１Ｌを形成する。
【００１４】
　図２に、展開且つ伸長状態のおむつ１を示す。おむつ１の「展開且つ伸長状態」とは、
腹側部Ａ及び背側部Ｂそれぞれの外装体５の縦方向Ｘに沿う両側縁部を接合した状態から
切り離して展開状態とし、その展開状態のおむつ１を各部の弾性部材を伸長させて設計寸
法（弾性部材の影響を一切排除した状態で平面状に広げたときの寸法と同じ）となるまで
拡げた状態をいう。
【００１５】
　おむつ１は、腹側部Ａから股下部Ｃを介して背側部Ｂに延びる方向に対応する縦方向Ｘ
と、該おむつ１を図２に示すように平面状に広げた状態において、該縦方向Ｘと直交する
横方向Ｙとを有している。縦方向Ｘは、吸収性本体４の長手方向と一致している。おむつ
１は、図２に示すように、縦方向Ｘに延びる、該おむつ１を横方向Ｙに２等分する縦方向
中心線ＣＬに対して左右対称に形成されている。
　おむつ１における吸収性本体４は、肌対向面側に表面シート２と、非肌対向面側に裏面
シート３とを有し、これら両シート２，３間に吸収体４０を有している。吸収体４０は、
表面シート２、裏面シート３及び吸収体４０は、少なくとも股下部Ｃの全域に位置すると
ともに、股下部Ｃから縦方向Ｘに沿って腹側部Ａ及び背側部Ｂの少なくとも一部にまでわ
たって延在している。おむつ１において吸収体４０は、液保持性の吸収性コア４１と該吸
収性コア４１を被覆するコアラップシート４２とを含んで構成されているが、吸収体４０
はコアラップシートを含んでいなくともよい。
【００１６】
　おむつ１は、図２に示すように、縦方向Ｘに沿う吸収性本体４の両側部それぞれに、該
縦方向Ｘに沿って延びる防漏カフ６，６を備えている。防漏カフ６，６は、吸収性本体４
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の縦方向Ｘの全長に亘って連続する撥水性のカフ形成用シート６１と、カフ形成用シート
６１の横方向Ｙの内方側に縦方向Ｘに伸長状態で固定された１本又は複数本のカフ弾性部
材６２とを含んで構成されている。防漏カフ６，６は、縦方向Ｘに延びるカフ固定部（不
図示）を介して表面シートに固定されている。防漏カフ６，６は、カフ弾性部材６２を有
することで肌対向面側に起立する。
【００１７】
　外装体５、吸収性本体４に含まれる表面シート２、裏面シート３及び吸収体４０、並び
に防漏カフ６，６等のおむつ１の構成部材に用いられる材料としては、当該技術分野にお
いてこれまで用いられてきたものと同様のものを特に制限なく用いることができる。
【００１８】
　おむつ１の背側部Ｂには、図１に示すように、廃棄用テープ１０が設けられている。廃
棄用テープ１０は、おむつ１の廃棄形態を維持するために用いられるものである。廃棄用
テープ１０は、おむつ１の背側部Ｂにおける横方向Ｙの略中央部に位置している。また廃
棄用テープ１０は、その長手方向がおむつ１の縦方向Ｘに一致するように設けられている
。
【００１９】
　図３には、廃棄するときのおむつ１の廃棄形態が示されている。おむつ１を廃棄すると
きには、図１に示すおむつ１において腹側部Ａが内向きになるように、おむつ１を股下部
Ｃからウエスト開口部１Ｗに向けて巻き上げていき、図３に示す巻き上げ形態を作る。巻
き上げ形態のおむつ１では、背側部Ｂに設けられている廃棄用テープ１０が、巻き上げた
おむつ１の外側に露出している。廃棄用テープ１０は、後述するように該テープ１０の長
手方向に伸長された後、巻き上げられて廃棄形態となったおむつ１の外周に巻き付けられ
、おむつ１を廃棄形態に維持する。
【００２０】
　廃棄用テープ１０は、主として３つの部位から構成されている。具体的には、廃棄用テ
ープ１０は、固定部１２と、伸長部１５と、止着部１８とから構成されている。これら３
つの部位は、この順で廃棄用テープ１０の長手方向Ｘ１に沿って配置されている。またこ
れら３つの部位は、この順で積層された三つ折り状態になっている。図４に、三つ折り状
態になっている廃棄用テープ１０の断面構造を示す。固定部１２と伸長部１５との間には
他の部材は介在しておらず、両者は直接に連設されている。同様に、伸長部１５と止着部
１８との間にも他の部材は介在しておらず、両者は直接に連設されている。
【００２１】
　廃棄用テープ１０における固定部１２は、固定部用シート片１３を有している。固定部
用シート片１３は、第１面１３ａ及び第２面１３ｂを有している。三つ折り状態になって
いる廃棄用テープ１０において固定部用シート片１３は、後述する折り返し部１３’を除
いて、第１面１３ａが伸長部１５と対向し、第２面１３ｂがおむつ１の外面と対向してい
る。また固定部１２は固定部用粘着部１４を有している。固定部用粘着部１４は、固定部
用シート片１３の第２面１３ｂに設けられている。固定部１２は、固定部用粘着部１４に
よって、おむつ１における背側部Ｂの外面に固定されている。この固定部用粘着部１４を
介して、廃棄用テープ１０は、おむつ１における背側部Ｂの外面に固定されている。廃棄
用テープ１０をおむつ１の外面に固定する方法としては、ホットメルト型接着剤等の接着
剤、融着等の公知の方法を用いることができる。
【００２２】
　廃棄用テープ１０における伸長部１５は、該廃棄用テープ１０に引張力が加わったとき
に比較的弱い引張力で容易に伸長し、廃棄用テープ１０の長さを増加させる部位である。
伸長部１５は伸長部用シート片１６を有している。伸長部用シート片１６は、先に述べた
固定部用シート片１３と同じ長さであってもよく、異なる長さであってもよい。また、伸
長部用シート片１６は、固定部用シート片１３と同じ幅であってもよく、異なる幅であっ
てもよい。伸長部用シート片１６は、第１面１６ａ及び第２面１６ｂを有している。三つ
折り状態になっている廃棄用テープ１０において伸長部用シート片１６は、後述する折り
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返し部１６’を除いて、第１面１６ａが止着部１８と対向し、第２面１６ｂが固定部１２
と対向している。また伸長部１５は伸長部用粘着部１７を有している。伸長部用粘着部１
７は、伸長部用シート片１６の第２面１６ｂに設けられている。伸長部用粘着部１７は、
三つ折り状態になっている廃棄用テープ１０における伸長部１５と固定部１２との間を剥
離可能に接合するものである。したがって伸長部用粘着部１７は、低粘着性の粘着剤から
構成されていることが好ましい。
【００２３】
　先に述べた固定部１２は、固定部用シート片１３は、廃棄用テープ１０の長手方向Ｘ１
における一端が伸長部１５側に折り返された折り返し部１３’を有している。そして折り
返し部１３’が、伸長部１５における伸長部用シート片１６の一端側の部分と第２面１６
ｂの側で接合されている。これによって、固定部１２と伸長部１５とは直接に連設されて
いる。固定部１２と伸長部１５とを連設する方法としては、ホットメルト型接着剤等の接
着剤、融着等の公知の方法を用いることができる。伸長部１５と固定部１２とは、後述す
る第２接合領域３５によって連設されている。
【００２４】
　廃棄用テープ１０における止着部１８は、おむつ１の外面における任意の位置に止着可
能になっており、おむつ１の廃棄形態を廃棄用テープ１０で維持するときに、おむつ１の
外面に止着される部位である。止着部１８は廃棄用テープ１０の先端域を形成しており、
止着部用シート片１９を有している。止着部用シート片１９は、固定部用シート片１３又
は伸長部用シート片１６と同じ長さであってもよく、異なる長さであってもよい。また、
止着部用シート片１９は、固定部用シート片１３又は伸長部用シート片１６と同じ幅であ
ってもよく、異なる幅であってもよい。止着部用シート片１９は、第１面１９ａ及び第２
面１９ｂを有している。三つ折り状態になっている廃棄用テープ１０において止着部用シ
ート片１９は、第２面１９ｂが伸長部１５と対向している。また止着部１８は止着部用粘
着部２０を有している。止着部用粘着部２０は、止着部用シート片１９の第２面１９ｂに
設けられている。止着部用粘着部２０は、三つ折り状態になっている廃棄用テープ１０に
おける止着部１８と伸長部１５との間を剥離可能に接合し、且つ止着部１８をおむつ１の
外面における任意の位置に確実に止着するものである。この観点から止着部用粘着部２０
の粘着性の程度が決定されることが好ましい。
【００２５】
　先に述べた伸長部１５における伸長部用シート片１６は、その長手方向Ｘ１における一
端が止着部１８側に折り返されて折り返し部１６’が形成されている。そして折り返し部
１６’が、止着部１８における止着部用シート片１９の一端側の部分と第２面１９ｂの側
で接合されている。これによって、伸長部１５と止着部１８とは直接に連設されている。
伸長部１５と止着部１８とを連設する方法としては、ホットメルト型接着剤等の接着剤、
融着等の公知の方法を用いることができる。伸長部１５と止着部１８とは、後述する第１
接合領域３４によって連設されている。
　また、止着部１８における止着部用シート片１９の他端には、第２面１９ｂ側に摘まみ
片２１が接合されている。摘まみ片２１は、止着部用シート片１９とは別体のシート片で
ある。
【００２６】
　以上のとおり３つの部位から構成される廃棄用テープ１０は、Ｚ字状に三つ折りされて
いる（図４参照）。そして、三つ折り状態になっている廃棄用テープ１０における自由端
、すなわち止着部１８における摘まみ片２１の取り付け部位が、おむつ１におけるウエス
ト開口部１Ｗ側を向くように、廃棄用テープ１０はおむつ１の背側部Ｂに取り付けられて
いる。
【００２７】
　図５（ａ）及び（ｂ）に、三つ折り状態を解除した展開状態の廃棄用テープ１０を模式
的に示す。ここで、「三つ折り状態を解除した展開状態」とは、廃棄用テープ１０の伸長
部１５と固定部１２との間を剥離し、且つ伸長部１５と止着部１８との間を剥離して、三
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つ折り状態の廃棄用テープ１０を直線状に展開した状態を意味する。以下、「三つ折り状
態を解除した展開状態」を単に「展開状態」ともいう。
　展開状態において廃棄用テープ１０は、図５（ａ）及び（ｂ）に示すように、伸長部１
５の一方の端部に止着部１８を、該伸長部１５の他方の端部に固定部１２を有し、止着部
１８、伸長部１５及び固定部１２が直線状に並んで配置されている。
　伸長部１５は、三つ折り状態を解除した展開状態において廃棄用テープ１０の長手方向
Ｘ１に伸長可能である。展開状態において、廃棄用テープ１０は、人の力によって引き伸
ばすことができる。例えば、止着部１８を指等で把持して、廃棄用テープ１０の長手方向
Ｘ１に引き伸ばすことにより、伸長部１５を伸長させることができる（図６参照）。
【００２８】
　本実施形態の廃棄用テープ１０は、展開状態において、図５（ａ）及び（ｂ）に示すよ
うに、伸長部１５と止着部１８とが重なる第１連結領域３１と、伸長部１５と固定部１２
とが重なる第２連結領域３２とを有している。このように、展開状態の廃棄用テープ１０
において、伸長部１５と該伸長部１５に隣接する他の部位とが重なっている領域を連結領
域３０ともいう。伸長部１５に隣接する他の部位とは、止着部１８又は固定部１２である
。
　本実施形態において第１連結領域３１は、伸長部１５と該伸長部１５と重なる止着部１
８とが接合されている第１接合領域３４を有している。また、第２連結領域３２は、伸長
部１５と該伸長部１５と重なる固定部１２とが接合されている第２接合領域３５を有して
いる。このように、伸長部１５と該伸長部１５と重なる他の部位とが接合されている領域
を接合領域３３ともいう。連結領域３０は、接合領域３３を有しており、該接合領域３３
において、伸長部１５と、長手方向１Ｘにおいて該伸長部１５に隣接する他の部位とが連
結している。
　なお、図５（ｂ）においては止着部用粘着部２０、伸長部用粘着部１７、及び固定部用
粘着部１４を省略して図示している。
【００２９】
　本実施形態の展開状態の廃棄用テープ１０において、第１連結領域３１は、図５（ｂ）
に示すように、伸長部１５と該伸長部１５とが重なる止着部１８とが接合されていない第
１非接合領域３７を有している。また、第２連結領域３２は、伸長部１５と該伸長部２５
とが重なる固定部１２とが接合されていない第２非接合領域３８とを有している。このよ
うに、連結領域３０において、伸長部１５と該伸長部１５と重なる他の部位とが接合され
ていない領域を非接合領域３６ともいう〔図５（ｂ）参照〕。
　本実施形態において、第１連結領域３１は、図５（ｂ）に示すように、第１接合領域３
４より長手方向Ｘ１の中央部側に第１非接合領域３７を有している。また、第２連結領域
３２は、第２接合領域３５より長手方向Ｘ１の中央部側に第２非接合領域３８を有してい
る。このように、連結領域３０において、非接合領域３６は、接合領域３３よりも長手方
向Ｘ１の中央部側に位置している〔図５（ｂ）参照〕。非接合領域３６においては、伸長
部１５と該伸長部１５と重なる他の部位とが着脱不能に接合されていなければよく、伸長
部１５と前記他の部位とが剥離可能に接合されていてもよい。
　本実施形態の第２連結領域３２は、図５（ｂ）に示すように、第２接合領域３５より長
手方向Ｘ１の外方側に、第２非接合領域３８とは別の非接合領域を有している。このよう
に、連結領域３０は、接合領域３３の長手方向Ｘ１の両側に非接合領域を有していてもよ
く、長手方向Ｘ１の中央部側にのみ非接合領域を有していてもよい。以下、特に断らない
限り、「非接合領域」は、接合領域より長手方向Ｘ１の中央部側に位置する非接合領域を
意味する。
【００３０】
　図７（ａ）に、伸長状態における連結領域３０の様子を示す。また、図７（ｂ）に、伸
長状態における第１連結領域３１の様子を示す。廃棄用テープ１０を長手方向Ｘ１に引き
伸ばすと、図７（ａ）に示すように、伸長部１５が伸長し、長手方向Ｘ１の外方から中央
部に向かって、伸長部１５の幅が漸次小さくなるように、幅縮みが生じる。一方、接合領
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域３３においては、伸長部１５が該伸長部１５と重なる止着部１８又は固定部１２に接合
されているため、伸長性を発現しない。そのため、伸長部１５は、接合領域３３以外の部
分が長手方向Ｘ１に伸長可能である。即ち、伸長部１５は、図７（ｂ）に示すように、非
接合領域３６においても長手方向Ｘ１に伸長可能であり、伸長に伴って幅縮みが生じる一
方で、接合領域３３は、伸長性を発現せず、その結果伸長に伴う幅縮みも生じない。第１
連結領域において、伸長部１５の伸長に伴う幅縮みが生じると、伸長部１５は、第１非接
合領域３７との境界Ｂ１近傍にある第１接合領域３４の長手方向Ｘ１の中央部側の隅部Ａ
１に角を生じる。さらに、第１非接合領域３７において伸長部１５と重なる止着部１８は
、該非接合領域３６において伸長部１５が幅縮みすることで、長手方向Ｘ１の中央部側の
隅部Ａ２で角が現れる。以下、連結領域３０における長手方向Ｘ１の中央部側の隅部を単
に隅部ともいう。第２連結領域３２においても、伸長部１５が伸長して幅縮みが生じるこ
とで、第２接合領域３５の隅部に角が生じ、第２非接合領域３８の隅部に角が現れる。
【００３１】
　廃棄用テープ１０は、接合領域３３よりも長手方向Ｘ１の中央部側に非接合領域３６を
有しているため、図７（ｂ）に示すように、接合領域３３における伸長部１５の隅部Ａ１
と、非接合領域３６において伸長部１５と重なる他の部位の隅部Ａ２とが、廃棄用テープ
１０の厚み方向において重ならない。即ち、これら隅部Ａ１，Ａ２それぞれが厚み方向に
おいて重ならないことにより、該隅部Ａ１，Ａ２の剛性が高くなることを抑制することが
でき、該隅部Ａ１，Ａ２それぞれに角が生じても、該角は硬い感触になり難い。即ち、伸
長後の廃棄用テープに硬い感触の角が生じることを抑制することができる。その結果、幼
児の保護者や介護者等のおむつを廃棄形態にする作業者は、伸長部１５の伸長に伴って生
じる角が該作業者の手に当たったとしても、痛みを感じることなく、廃棄用テープをおむ
つに巻き付ける作業を円滑に行うことができる。
【００３２】
　一方、連結領域全体に亘って、伸長部と該伸長部に重なる他の部位とが接合されている
と、図８に示すように、伸長部の隅部Ａ１と、前記他の部位の隅部Ａ２とが、廃棄用テー
プの厚み方向に重なり、該重なった部分が２重となって剛性が高まり、硬い感触の角が生
じる。このような硬い感触の角は、廃棄用テープをおむつに巻き付ける際に、前記作業者
の手に当たり、作業を円滑に行う上での障害となる場合がある。
【００３３】
　廃棄用テープ１０は、第１及び第２連結領域３１，３２の少なくとも一方が、前述の接
合領域３３と非接合領域３６とを有していればよい。廃棄用テープをおむつに巻き付ける
作業をより円滑に行う観点から、廃棄用テープ１０は、第１連結領域３１が、接合領域３
３と非接合領域３６とを有していることが好ましく、第１及び第２連結領域３１，３２の
双方が接合領域３３と非接合領域３６とを有していることがより好ましい。
【００３４】
　非接合領域３６は、前述したように、展開状態の廃棄用テープにおいて、伸長部１５と
前記他の部位とが着脱不能に接合されてない領域である。例えば、非接合領域３６は、伸
長部１５と前記他の部位とを着脱不能に接合する接着剤が塗工されていない非塗工部によ
って形成されていてもよく、伸長部１５と前記他の部位とを剥離可能に接合する接着剤の
塗工部によって形成されていてもよい。
　本実施形態の廃棄用テープは、三つ折り状態において伸長部１５の折り返し部１６’よ
りも長手方向Ｘ１の外方側に位置する止着部１８の一端側の部分Ｅ１〔図９（ａ）参照〕
が、展開状態における第１非接合領域３７となる部分である。具体的には、止着部１８の
前記一端側の部分Ｅ１の第２面側は、伸長部１５と剥離可能に接合する接着剤の塗工部で
あり、止着部用粘着部２０となっている。また、本実施形態の廃棄用テープは、三つ折り
状態において固定部１２の折り返し部１３’と伸長部１５とが重なる領域の一部１５ａ〔
図９（ｂ）参照〕が、展開状態における第２非接合領域３８となる部分である。具体的に
は、固定部１２の折り返し部１３’と伸長部１５とが重なる領域において、伸長部１５の
第２面１６ｂ側の一部１５ａが、接着剤が塗工されていない非塗工部となっている。
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【００３５】
　本実施形態の三つ折り状態の廃棄用テープにおいて、止着部１８は伸長部１５から延出
した部分Ｅ１を含む〔図９（ａ）参照〕。また、三つ折り状態の廃棄用テープにおいて、
伸長部１５は固定部から延出した部分Ｅ２を含む〔図９（ｂ）参照〕。斯かる構成により
、三つ折り状態において伸長部１５から止着部１８、又は固定部１２から伸長部１５が延
出した部分それぞれは、展開状態において伸長部１５の一部と重なり、非接合領域３６を
容易に形成することができる。このように、第１連結領域３１における第１非接合領域３
７は、三つ折り状態になっている廃棄用テープ１０において、伸長部１５から止着部１８
が延出した部分Ｅ１を含んで構成されていることが好ましい。また、第２連結領域３２に
おける第２非接合領域３８は、三つ折り状態になっている廃棄用テープ１０において、固
定部１２から伸長部１５が延出した部分Ｅ２を含んで構成されていることが好ましい。な
お、三つ折り状態において、伸長部１５から止着部１８、又は固定部１２から伸長部１５
が延出した部分Ｅ１，Ｅ２を、以下、延出部Ｅともいう。
【００３６】
　連結領域３０、接合領域３３及び非接合領域３６の各寸法は特に制限されないが、第１
及び第２連結領域３１，３２の好ましくは何れか一方が下記の寸法であることが好ましく
、第１及び第２連結領域３１，３２の双方が下記の寸法であることがより好ましい。
　連結領域３０において伸長部１５と該伸長部１５と重なる止着部１８又は固定部１２と
の接合強度を高める観点から、長手方向Ｘ１に沿う非接合領域３６の長さＬ５〔図５（ｂ
）参照〕は、長手方向Ｘ１に沿う連結領域３０の長さＬ１〔図５（ｂ）参照〕に対して、
好ましくは５％以上、より好ましくは８％以上であり、また好ましくは３０％以下、より
好ましくは２０％以下であり、また好ましくは５％以上３０％以下、より好ましくは８％
以上２０％以下である。長手方向Ｘ１に沿う連結領域３０の長さＬ１は、長手方向Ｘ１に
おける接合領域３３と、該接合領域３３より同方向Ｘ１の中央部側に位置する非接合領域
との長さであり、接合領域３３より長手方向Ｘ１の外方側に位置する他の非接合領域を含
まない長さとする。
　伸長部１５の伸長時に、前記硬い感触の角をより生じ難くする観点から、長手方向Ｘ１
に沿う非接合領域３６の長さＬ５〔図５（ｂ）参照〕は、好ましくは０．４ｍｍ以上、よ
り好ましくは０．５ｍｍ以上であり、また好ましくは３ｍｍ以下、より好ましくは２ｍｍ
以下であり、また好ましくは０．４ｍｍ以上３ｍｍ以下、より好ましくは０．５ｍｍ以上
２ｍｍ以下である。
【００３７】
　非接合領域３６が延出部を含んで構成されている場合、長手方向Ｘ１に沿う延出部Ｅの
長さＬ７〔図９（ａ）及び（ｂ）参照〕は、好ましくは０．５ｍｍ以上、より好ましくは
０．７ｍｍ以上であり、また好ましくは３ｍｍ以下、より好ましくは２ｍｍ以下であり、
また好ましくは０．５ｍｍ以上３ｍｍ以下、より好ましくは０．７ｍｍ以上２ｍｍ以下で
ある。
【００３８】
　連結領域３０において伸長部１５と該伸長部１５と重なる止着部１８又は固定部１２と
の接合強度を高め、廃棄用テープ１０の強度を確保する観点から、長手方向Ｘ１に沿う接
合領域３３の長さＬ３〔図５（ｂ）参照〕は、長手方向Ｘ１に沿う連結領域３０の長さＬ
１〔図５（ｂ）参照〕に対して、好ましくは４０％以上、より好ましくは５０％以上であ
り、また好ましくは８５％以下、より好ましくは８０％以下であり、また好ましくは４０
％以上８５％以下、より好ましくは５０％以上８０％以下である。上記と同様の観点から
、長手方向Ｘ１に沿う接合領域３３の長さＬ３〔図５（ｂ）参照〕は、好ましくは２ｍｍ
以上、より好ましくは３ｍｍ以上であり、また好ましくは５．５ｍｍ以下、より好ましく
は５ｍｍ以下であり、また好ましくは２ｍｍ以上５．５ｍｍ以下、より好ましくは３ｍｍ
以上５ｍｍ以下である。
【００３９】
　おむつ１は、その厚み方向内側に吸収性コア４１が存在する高剛性領域と、該高剛性領
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域に比して低剛性である低剛性領域とを有している（図２参照）。また、おむつ１は、該
おむつ１の周縁域に、ウエストギャザーＷＧや、レッグギャザーＬＧが形成されている（
図１参照）。周縁域とは、吸収性コア４１よりもウエスト端部側の領域をいう。ウエスト
ギャザーＷＧや、レッグギャザーＬＧは、その伸縮性を良好にする観点から、低剛性領域
に形成されることが多い。本実施形態において低剛性領域は、おむつ１の周縁域に位置し
ており、高剛性領域は、低剛性領域よりも内側に位置している。「低剛性領域よりも内側
」とは、低剛性領域に比して縦方向Ｘにも横方向Ｙにも内方に位置することを意味する。
【００４０】
　おむつ１において、固定部１２は、少なくともその一部が、高剛性領域に配されている
ことが好ましい。斯かる構成により、廃棄用テープ１０は、おむつに巻き付けられた際に
高剛性領域に配される。高剛性領域は剛性が高いため、おむつを丸めた際に、該おむつに
巻き付けられた廃棄用テープが湾曲しにくくなり、伸長部１５の伸長により生じた前記隅
部Ａ１，Ａ２の角を立ち難くすることができる。例えば、固定部１２は、その長手方向内
方側が部分的に吸収性コア４１と重なっていてもよい。また、図１０に示すように、固定
部１２全体が高剛性領域に配されていてもよく、その場合、固定部１２はその全体が吸収
性コア４１と重なるように配される。
【００４１】
　おむつ１には、横方向Ｙに沿って延びる１本又は複数本の弾性部材５３，５４が、ウエ
スト開口部１Ｗの近傍や、ウエスト開口部１Ｗとレッグ開口部１Ｌとの間の部位である胴
回り部に配されている。また、レッグ開口部１Ｌには、該開口部１Ｌに沿って弾性部材５
２が配されており、該弾性部材５２は縦方向Ｘに沿って延びる部分を有している。これら
弾性部材の伸縮によって、おむつ１が着用者の身体にフィットし、おむつ１の装着感が良
好になるとともに、排泄物の漏れが効果的に防止される。
【００４２】
　おむつ１は、上述した弾性部材に加え、防漏カフ６において縦方向Ｘに伸縮する弾性部
材６２も有している。このような弾性部材等によって縦方向Ｘや横方向Ｙ等の所定の方向
に伸縮する部分を、以下、伸縮部ともいう。
　おむつ１の外面には、伸縮部の伸縮性に起因する凹凸が形成されることがあり、このよ
うな凹凸が形成された部位に廃棄用テープを配すると、意図せず剥離してしまう虞がある
。廃棄用テープ１０をおむつ１の外面に確実に固定する観点から、固定部１２は、おむつ
１の平面視において、伸縮部と重ならない位置に廃棄用テープ１０の固定部１２が位置し
ていることが好ましい。このような態様として、縦方向Ｘにおいて、固定部１２の股下部
Ｃ側の端部１２ａが、縦方向Ｘに伸縮する伸縮部よりウエスト開口部１Ｗの開口端５０側
に位置していることが挙げられる（図２参照）。この場合、固定部１２の股下部Ｃ側の端
部１２ａは、背側部Ｂにおいて、カフ弾性部材６２の背側部Ｂ側の端部及びレッグ開口部
に沿って配された弾性部材５２の背側部Ｂ側の端部よりも、ウエスト開口部１Ｗの開口端
５０側に配されている。即ち、縦方向Ｘにおいて、固定部１２の股下部Ｃ側の端部１２ａ
と背側部Ｂのウエスト開口端５０との間の長さＬ１０は、カフ弾性部材６２と該ウエスト
開口端５０との間の長さＬ１２、及びレッグ開口部に配された弾性部材５２と該ウエスト
開口端５０との間の長さＬ１４に比して短い（図２参照）。
【００４３】
　廃棄用テープ１０とおむつ１の外面との接合をより確実にする観点から、固定部１２の
股下部Ｃ側の端部１２ａと背側部Ｂのウエスト開口端５０との間の長さをＬ１０（図２参
照）とし、カフ弾性部材６２と該ウエスト開口端５０との間の長さをＬ１２（図２参照）
としたとき、Ｌ１０に対するＬ１２の比率（Ｌ１２／Ｌ１０）は、好ましくは１．０５以
上、より好ましくは１．１以上であり、また好ましくは２．０以下、より好ましくは１．
７５以下であり、また好ましくは１．０５以上２．０以下、より好ましくは１．１以上１
．７５以下である。
　上記と同様の観点から、レッグ開口部１Ｌに配された弾性部材５２と該ウエスト開口端
５０との間の長さをＬ１４（図２参照）としたとき、Ｌ１０に対するＬ１４の比率（Ｌ１
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４／Ｌ１０）は、好ましくは１．１以上、より好ましくは１．２以上であり、また好まし
くは２．５以下、より好ましくは２．２以下であり、また好ましくは１．１以上２．５以
下、より好ましくは１．２以上２．２以下である。
【００４４】
　止着部１８又は固定部１２に適度な強度を持たせ、且つ伸長部１５の伸長により生じた
前記隅部Ａ２の角の感触を柔らかくする観点から、止着部１８及び固定部１２の何れか一
方又は双方は、その形成材料の坪量が好ましくは５０ｇ／ｍ２以上、より好ましくは６０
ｇ／ｍ２以上であり、また好ましくは９０ｇ／ｍ２以下、より好ましくは８０ｇ／ｍ２以
下であり、また好ましくは５０ｇ／ｍ２以上９０ｇ／ｍ２以下、より好ましくは６０ｇ／
ｍ２以上８０ｇ／ｍ２以下である。特に止着部１８の形成材料の坪量が上記の範囲である
ことが好ましく、止着部１８及び固定部１２それぞれの形成材料の坪量が上記の範囲であ
ることがより好ましい。
【００４５】
　前記他の部位における隅部Ａ２に角が生じることを防ぐ観点から、止着部１８及び固定
部１２の何れか一方又は双方は、非接合領域３６における長手方向Ｘ１の中央部側の隅部
がＲ形状であることが好ましい。即ち、第１非接合領域３７における止着部１８の隅部、
及び第２非接合領域３８における固定部１２の隅部の何れか一方又は双方がＲ形状である
ことが好ましい。
【００４６】
　おむつの外面に廃棄用テープ１０をコンパクトに設け、且つおむつに巻き付ける長さを
より確実に確保する観点から、三つ折り状態において、廃棄用テープ１０の全長Ｌ（図４
参照）は、好ましくは３０ｍｍ以上、より好ましくは３５ｍｍ以上であり、また好ましく
は５０ｍｍ以下、より好ましくは４５ｍｍ以下であり、また好ましくは３０ｍｍ以上５０
ｍｍ以下、より好ましくは３５ｍｍ以上４５ｍｍ以下である。三つ折り状態における廃棄
用テープ１０の全長Ｌ（図４参照）は、三つ折り状態における該テープの最大長さである
。
【００４７】
　おむつに巻き付ける長さをより確実に確保する観点から、伸長部１５は、好ましくは１
５０ｍｍ以上、より好ましくは１８０ｍｍ以上、さらに好ましくは２００ｍｍ以上に伸長
可能である。伸長させた伸長部１５の長さは、両端の接合領域３３を含む長さである。
　また、おむつに巻き付ける作業を容易に行う観点から、伸長部１５の最大伸長長さは、
好ましくは１５０ｍｍ以上、より好ましくは１８０ｍｍ以上であり、好ましくは２５０ｍ
ｍ以下、より好ましくは２４０ｍｍ以下であり、また好ましくは１５０ｍｍ以上２５０ｍ
ｍ以下、より好ましくは１８０ｍｍ以上２４０ｍｍ以下である。
　伸長部１５の最大伸長長さは、破断するまで伸長させた伸長部１５の最大長さであり、
以下の方法により測定される。
【００４８】
　三つ折り状態の廃棄用テープについて、伸長部を固定部から剥離し、三つ折り状態を解
除した展開状態にする。次いで、廃棄用テープの長手方向を引張方向に一致させ、引張試
験機（例えば株式会社　島津製作所社製、機種「AUTOGRAPH AG-X」）のチャックが伸長部
の長手方向の両端部、即ち伸長部の両端の接合領域に位置するように取り付ける。次いで
、３００ｍｍ／ｍｉｎの速度で引っ張り、引張距離に伴って変化する引張強度を測定する
。そして、引張強度が最大値となる引張距離と、伸長前の伸長部の長さとの合計を、伸長
部１５の最大伸長長さとする。
【００４９】
　また、伸長後の連結領域３０に硬い感触の角をより生じ難くする観点から、廃棄用テー
プ１０は、固定部１２が前述の高剛性領域に配された状態で、おむつ１を廃棄形態に止着
可能であることが好ましい。この場合、廃棄用テープ１０は、伸長部１５が伸長した後、
吸収性コア４１と重なった状態で、おむつ１を廃棄形態に止着可能である。換言すると、
廃棄用テープ１０は、廃棄形態における巻き上げられた吸収性コア４１の外周に位置する
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ように配される。
【００５０】
　本実施形態において吸収性コア４１は、図２に示すように、横方向Ｙ中央に縦方向に延
びる低坪量部４５として、スリットを有している。本明細書において「低坪量部」は、吸
収性コア４１を形成する形成材料の坪量が５０ｇ／ｍ2以下の部分であり、吸収性コアの
形成材料が存在しない部分である非積繊部も含む。低坪量部としては、吸収性コア４１を
貫通するスリット等が挙げられる。
　本実施形態のおむつ１は、巻き上げられて廃棄形態となると、吸収性コア４１のスリッ
トに沿って、おむつ１の外面に溝が形成される。この溝に廃棄用テープ１０が入り込むよ
うに廃棄用テープ１０を巻き付け、おむつを廃棄形態に安定して維持する観点から、低坪
量部４５の縦方向Ｘの延長線上に、廃棄用テープ１０の固定部１２が配されていることが
好ましい。
　上記の効果をより確実に奏する観点から、廃棄用テープ１０の幅Ｗ１は、低坪量部４５
の幅Ｗ２以下であることが好ましく、低坪量部４５の幅Ｗ２より小さいことがより好まし
い。前記溝に廃棄用テープ１０を容易に入り込ませる観点から、廃棄用テープ１０の幅Ｗ
１は、低坪量部４５の幅Ｗ２に対して好ましくは２０％以上１００％以下、より好ましく
は３０％以上８０％以下である。
　また、巻き上げられて廃棄形態となったおむつ１の外周上に前記溝を容易に形成させる
観点から、低坪量部４５の縦方向Ｘの長さＬ８（図２参照）は、吸収性コア４１の縦方向
Ｘの長さＬ９（図２参照）に対して、好ましくは３０％以上８０％以下、より好ましくは
４０％以上６０％以下である。
【００５１】
　廃棄用テープ１０を伸長し易くし、且つ意図せず伸長することを防止する観点から、伸
長部１５が伸長を開始する引張強度は、好ましくは１．０Ｎ以上、より好ましくは３Ｎ以
上であり、また好ましくは１２Ｎ以下、より好ましくは６．５Ｎ以下であり、また好まし
くは１．０Ｎ以上１２Ｎ以下、より好ましくは３Ｎ以上６．５Ｎ以下である。
　「伸長部が伸長を開始する引張強度（Ｎ）」は、チャック間距離を１０ｍｍとして、伸
長部の非接合領域にチャックを取り付ける点以外は、前述の伸長部１５の最大伸長長さの
測定方法と同様の方法により測定される。この方法により測定される引張強度の曲線にお
いて、第一極大点の強度を伸長部が伸長を開始する引張強度（Ｎ）とする。第一極大点は
、引張距離に伴って変化する引張強度（Ｎ）の曲線において、最初に現れる極大点である
。第一極大点が明確に判らない場合、また、観察されない場合は伸度３０％から７０％間
の伸長時の最大荷重を第一極大点の強度とみなす。また、引張距離に伴なって変化する引
張強度の最大値を破断強度とし、該破断強度を示した時点を伸長部の「破断時」とし、破
断時の伸度を「伸度１００％」とする。
【００５２】
　伸長部１５が伸長可能であるためには、伸長部１５を構成するシート片１６として、適
切な材料を選択すればよい。具体的には、これらシート片１６の構成材料として、例えば
伸長可能なフィルムを用いることができる。そのようなフィルムとしては、例えば単一層
フィルム、及び共押出しフィルムのような多層フィルムが挙げられる。また、伸長可能な
フィルムを構成する材料としては、例えば線状低密度ポリエチレンなどのポリオレフィン
が好ましい。また、ポリ塩化ビニル、エチレン－酢酸ビニル共重合体及びポリビニルアル
コールからなる群から選択される少なくとも１種の材料も好ましい。更に、少なくとも５
０％、より好ましくは少なくとも７０％の永久変形を有する材料を用いることも有利であ
る。
【００５３】
　固定部１２や止着部１８を構成するシート片１３，１９としては、上述したシート片の
構成材料と同じものを用いても良く、伸長不可能、即ち塑性変形不可能な任意の材料を用
いてもよい。例えば、樹脂性シート（プラスチックシート，フィルム等）、不織布、織布
など、従来用いられていた公知のものを特に制限なく用いることができる。なお、固定部
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用シート片１３の構成材料が、伸長可能であったとしても、おむつ１の外面に固定されて
いる部分においては、その伸長性は発現しない状態となっている。
【００５４】
　伸長部１５と固定部１２とを剥離可能に接合する伸長部用粘着部１７や、止着部１８と
伸長部１５とを剥離可能に接合する止着部用粘着部２０としては、例えばゴム系粘着剤及
びアクリル系粘着剤が一般的に使用され、好ましくはゴム系粘着剤が使用される。ゴム系
粘着剤としては、例えばスチレン－ブタジエンブロック共重合体や水添スチレン－ブタジ
エンブロック共重合体等の合成ゴム、又はこれら合成ゴムと樹脂とのブレンド等が挙げら
れる。また、ヒートシール、ホットメルト系粘着剤、メルトブロー状又は繊維状の粘着剤
若しくは接着剤等からなる粘着剤を用いてもよい。
【００５５】
　伸長部用粘着部１７は、非接合領域３６を除く、伸長部用シート片１６の第１面１６ａ
の全面に形成されていてもよい。また、止着部用粘着部２０は、非接合領域３６を除く、
止着部用シート片１９の第２面１９ｂの全面に形成されていてもよい。これら粘着部１７
，２０はそれぞれ間欠的に形成されていてもよい。この場合、上述した粘着剤を間欠的に
塗布することにより、これら粘着部１７，２０を間欠的に形成することができる。
【００５６】
　おむつ１の外面に設けられる廃棄用テープ１０は、伸長部用シート片１６の一方の端部
側に固定部用シート片１３を、伸長部用シート片１６の他方の端部側に止着部用シート片
１９を部分的に積層し、接着剤等の公知の方法を用いてその積層部分を接合して一体化す
ることにより製造することができる。前記積層部分を形成する際、前述した延出部Ｅ１，
Ｅ２が形成されるように、伸長部用シート片１６の他方の端部よりも、長手方向Ｘ１の内
方に止着部用シート片１９を積層してもよい。また、伸長部用シート片１６の一方の端部
よりも、長手方向Ｘ１の内方に固定部用シート片１３を積層してもよい。前記積層部分に
おいては、前記の実施形態のように、シート片の一部を折り返した折り返し部を形成して
もよい。
【００５７】
　以上、本発明をその好ましい実施形態に基づき説明したが、本発明は前記実施形態に制
限されない。例えば前記実施形態では、廃棄用テープ１０がおむつ１の背側部Ｂに設けら
れていたが、廃棄用テープ１０を設ける部位はこれに限られず、例えば腹側部Ａや股下部
Ｃであってもよい。
　また、前記実施形態では、廃棄用テープ１０は、おむつ１の横方向Ｙにおける略中央部
に設けられていたが、廃棄用テープ１０を設ける部位はこれに限られず、例えばおむつ１
の左右どちらかの側部域に設けられていてもよい。更に前記実施形態では、廃棄用テープ
１０は、その長手方向Ｘ１がおむつ１の縦方向Ｘに一致するように設けられていたが、廃
棄用テープ１０の向きはこれに限られず、例えば廃棄用テープ１０を、その長手方向Ｘ１
が、おむつ１の横方向Ｙに一致するように設けてもよい。
　また、前記実施形態では、止着部用シート片１９の他端に摘まみ片２１が接合されてい
たが、廃棄用テープ１０は、摘まみ片２１を具備しなくてもよい。
【００５８】
　また、本発明のパンツ型着用物品は、幼児又は成人用のパンツ型使い捨ておむつの他、
パンツ型の生理用ナプキン等であってもよい。
【００５９】
　上述した実施形態に関し、本発明は更に以下のパンツ型使い捨ておむつを開示する。
＜１＞
　ウエスト開口部及び一対のレッグ開口部を有し、着用状態において着用者の腹側に配さ
れる腹側部、股間部に配される股下部及び背側に配される背側部を備えたパンツ型使い捨
ておむつであって、
　前記使い捨ておむつの外面に、廃棄用テープが設けられており、
　前記廃棄用テープは、前記使い捨ておむつの外面に固定されている固定部と、伸長部と



(15) JP 6924295 B2 2021.8.25

10

20

30

40

50

、止着部とが、この順で該廃棄用テープの長手方向に沿って配置されているとともに、こ
の順で積層された三つ折り状態になっており、
　三つ折り状態になっている前記廃棄用テープは、前記止着部と前記伸長部との間が剥離
可能に接合されているとともに、前記伸長部と前記固定部との間も剥離可能に接合されて
おり、
　前記伸長部は、三つ折り状態を解除した展開状態において前記廃棄用テープの長手方向
に伸長可能であり、
　前記廃棄用テープは、前記展開状態において、前記伸長部と前記止着部とが重なる第１
連結領域と、前記伸長部と前記固定部とが重なる第２連結領域とを有し、前記第１及び前
記第２連結領域の何れか一方又は双方は、前記伸長部と該伸長部と重なる前記止着部又は
前記固定部とが接合されている接合領域と、該接合領域より前記長手方向の中央部側に位
置し、前記伸長部と該伸長部と重なる前記止着部又は前記固定部とが接合されていない非
接合領域とを有している、パンツ型使い捨ておむつ。
【００６０】
＜２＞
　前記伸長部用粘着部は、三つ折り状態になっている前記廃棄用テープにおける前記伸長
部と前記固定部との間を剥離可能に接合する、前記＜１＞に記載のパンツ型使い捨ておむ
つ。
＜３＞
　前記非接合領域は、前記伸長部と前記止着部若しくは前記固定部とを着脱不能に接合す
る接着剤が塗工されていない非塗工部によって形成されているか、又は前記伸長部と前記
止着部若しくは前記固定部とを剥離可能に接合する接着剤の塗工部によって形成されてい
る、前記＜１＞又は＜２＞に記載のパンツ型使い捨ておむつ。
＜４＞
　前記非接合領域は、前記伸長部と前記止着部又は前記固定部とを剥離可能に接合する接
着剤の塗工部である、前記＜１＞又は＜２＞に記載のパンツ型使い捨ておむつ。
＜５＞
　前記長手方向に沿う前記非接合領域の長さＬ５は、前記長手方向に沿う前記連結領域の
長さＬ１に対して、５％以上、好ましくは８％以上であり、また３０％以下、好ましくは
２０％以下である、前記＜１＞～＜４＞の何れか１に記載のパンツ型使い捨ておむつ。
＜６＞
　前記長手方向に沿う前記非接合領域の長さＬ５は、０．４ｍｍ以上、好ましくは０．５
ｍｍ以上であり、また３ｍｍ以下、好ましくは２ｍｍ以下である、前記＜１＞～＜６＞の
何れか１に記載のパンツ型使い捨ておむつ。
＜７＞
　前記長手方向に沿う前記接合領域の長さＬ３は、前記長手方向に沿う前記連結領域の長
さＬ１に対して、４０％以上、好ましくは５０％以上であり、また８５％以下、好ましく
は８０％以下である、前記＜１＞～＜６＞の何れか１に記載のパンツ型使い捨ておむつ。
＜８＞
　前記長手方向に沿う前記接合領域の長さＬ３は、２ｍｍ以上、好ましくは３ｍｍ以上で
あり、また５．５ｍｍ以下、好ましくは５ｍｍ以下である、前記＜１＞～＜７＞の何れか
１に記載のパンツ型使い捨ておむつ。
＜９＞
　前記第１連結領域における前記非接合領域は、三つ折り状態になっている前記廃棄用テ
ープにおいて、前記伸長部から前記止着部が延出した部分を含んで構成されている、前記
＜１＞～＜８＞の何れか１に記載のパンツ型使い捨ておむつ。
＜１０＞
　前記伸長部から前記止着部が延出した部分の長さが、０．５ｍｍ以上である、前記＜９
＞に記載のパンツ型使い捨ておむつ。
【００６１】
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＜１１＞
　前記第１連結領域における前記非接合領域は、前記三つ折り状態になっている前記廃棄
用テープにおいて、前記伸長部から前記止着部が延出した部分を含んで構成されており、
　前記長手方向に沿う前記延出した部分の長さＬ７が、０．５ｍｍ以上、好ましくは０．
７ｍｍ以上であり、また３ｍｍ以下、好ましくは２ｍｍ以下である、前記＜１＞～＜１０
＞の何れか１に記載のパンツ型使い捨ておむつ。
＜１２＞
　前記使い捨ておむつは、その周縁域に位置する低剛性領域と、該低剛性領域よりも内側
に位置する高剛性領域とを有しており、
　前記固定部は、少なくともその一部が、前記高剛性領域に配されている、前記＜１＞～
＜１１＞の何れか１に記載のパンツ型使い捨ておむつ。
＜１３＞
　前記使い捨ておむつは、吸収性コアを備えており、
　前記高剛性領域はその厚み方向内側に前記吸収性コアが存在する、前記＜１２＞に記載
のパンツ型使い捨ておむつ。
＜１４＞
　前記固定部はその全体が前記吸収性コアと重なるように配される、前記＜１３＞に記載
のパンツ型使い捨ておむつ。
＜１５＞
　前記腹側部から前記股下部を介して前記背側部に延びる方向を縦方向、及び該縦方向に
直交する方向を横方向としたときに、前記使い捨ておむつは、前記縦方向に伸縮する伸縮
部を有しており、
　前記廃棄用テープは、前記背側部に設けられており、且つ前記固定部の前記股下部側の
端部が、前記縦方向において、前記伸縮部より前記ウエスト開口部の開口端側に位置して
いる、前記＜１＞～＜１４＞の何れか１に記載のパンツ型使い捨ておむつ。
＜１６＞
　前記固定部の前記股下部側の端部と前記背側部の前記ウエスト開口部の開口端との間の
長さをＬ１０とし、前記カフ弾性部材と該前記ウエスト開口端との間の長さをＬ１２とし
たとき、Ｌ１０に対するＬ１２の比率（Ｌ１２／Ｌ１０）は、１．０５以上、好ましくは
１．１以上であり、また２．０以下、好ましくは１．７５以下である、前記＜１＞～＜１
５＞の何れか１に記載のパンツ型使い捨ておむつ。
＜１７＞
　前記レッグ開口部に配された前記弾性部材と前記ウエスト開口部の開口端との間の長さ
をＬ１４としたとき、Ｌ１０に対するＬ１４の比率（Ｌ１４／Ｌ１０）は、１．１以上、
好ましくは１．２以上であり、また２．５以下、好ましくは２．２以下である、前記＜１
６＞に記載のパンツ型使い捨ておむつ。
＜１８＞
　前記止着部及び前記固定部の何れか一方又は双方は、その形成材料の坪量が９０ｇ／ｍ
２以下である、前記＜１＞～＜１７＞の何れか１に記載のパンツ型使い捨ておむつ。
＜１９＞
　前記止着部及び前記固定部の何れか一方又は双方は、その形成材料の坪量が５０ｇ／ｍ
２以上、好ましくは６０ｇ／ｍ２以上であり、また９０ｇ／ｍ２以下、好ましくは８０ｇ
／ｍ２以下である、前記＜１＞～＜１８＞の何れか１に記載のパンツ型使い捨ておむつ。
＜２０＞
　前記止着部及び前記固定部の何れか一方又は双方は、前記非接合領域における前記長手
方向の中央部側の隅部がＲ形状である、前記＜１＞～＜１９＞の何れか１に記載のパンツ
型使い捨ておむつ。
【００６２】
＜２１＞
　前記第１非接合領域における前記止着部の隅部、及び前記第２非接合領域における前記
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固定部の隅部の双方がＲ形状である、前記＜１＞～＜２０＞の何れか１に記載のパンツ型
使い捨ておむつ。
＜２２＞
　前記三つ折り状態における前記廃棄用テープの全長が５０ｍｍ以下である、前記＜１＞
～＜２１＞の何れか１に記載のパンツ型使い捨ておむつ。
＜２３＞
　前記三つ折り状態における前記廃棄用テープの全長Ｌは、３０ｍｍ以上、好ましくは３
５ｍｍ以上であり、また５０ｍｍ以下、好ましくは４５ｍｍ以下である、前記＜１＞～＜
２２＞の何れか１に記載のパンツ型使い捨ておむつ。
＜２４＞
　前記伸長部の最大伸長長さは、１５０ｍｍ以上、好ましくは１８０ｍｍ以上であり、２
５０ｍｍ以下、好ましくは２４０ｍｍ以下である、前記＜１＞～＜２３＞の何れか１に記
載のパンツ型使い捨ておむつ。
＜２５＞
　前記使い捨ておむつは、その周縁域に位置する低剛性領域と、該低剛性領域よりも内側
に位置する高剛性領域とを有しており、
　前記伸長部は、１５０ｍｍ以上に伸長可能であり、
　前記廃棄用テープは、前記固定部が前記高剛性領域に配された状態で、前記使い捨てお
むつを廃棄形態に止着可能である、前記＜１＞～＜２４＞の何れか１に記載のパンツ型使
い捨ておむつ。
＜２６＞
　前記使い捨ておむつは、吸収性コアを備えており、
　前記腹側部から前記股下部を介して前記背側部に延びる方向を縦方向、及び該縦方向に
直交する方向を横方向としたときに、前記吸収性コアは、前記横方向中央に前記縦方向に
延びる低坪量部を有し、該低坪量部の前記縦方向の延長線上に前記廃棄用テープが配され
ている、前記＜１＞～＜２５＞の何れか１に記載のパンツ型使い捨ておむつ。
＜２７＞
　前記廃棄用テープの幅が、前記低坪量部の幅以下である、前記＜２６＞に記載のパンツ
型使い捨ておむつ。
＜２８＞
　前記廃棄用テープの幅Ｗ１は、前記低坪量部の幅Ｗ２に対して２０％以上１００％以下
、好ましくは３０％以上８０％以下である、前記＜２６＞又は＜２７＞の何れか１に記載
のパンツ型使い捨ておむつ。
＜２９＞
　前記低坪量部の前記縦方向の長さＬ８は、前記吸収性コアの前記縦方向の長さＬ９に対
して、３０％以上８０％以下、好ましくは４０％以上６０％以下である、前記＜２６＞～
＜２８＞の何れか１に記載のパンツ型使い捨ておむつ。
＜３０＞
　前記伸長部が伸長を開始する引張強度は、１．０Ｎ以上、好ましくは３Ｎ以上であり、
また１２Ｎ以下、好ましくは６．５Ｎ以下である、前記＜１＞～＜２９＞の何れか１に記
載のパンツ型使い捨ておむつ。
【符号の説明】
【００６３】
　１　パンツ型使い捨ておむつ
　１Ｌ　レッグ開口部
　１Ｗ　ウエスト開口部
　２　表面シート
　３　裏面シート
　４　吸収性本体
１０　廃棄用テープ
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１２　固定部
１３　固定部用シート片
１４　固定部用粘着部
１５　伸長部
１６　伸長部用シート片
１７　伸長部用粘着部
１８　止着部
１９　止着部用シート片
２０　止着部用粘着部
２１　摘まみ片
３０　連結領域
３１　第１連結領域
３２　第２連結領域
３３　接合領域
３４　第１接合領域
３５　第２接合領域
３６　非接合領域
３７　第１非接合領域
３８　第２非接合領域
　Ａ　腹側部
　Ｂ　背側部
　Ｃ　股下部

【図１】 【図２】
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【図４】

【図５】

【図６】

【図７】

【図８】

【図９】
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